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おもな市有財産の状況

土　地 28,286千㎡ 建　物 479千㎡ 債　権 １億200万円 基　金 (※７) 114億500万円

平成２５年度 宇和島市財政状況の公表

【歳　入】

　地方税などの自主財源は117.7億円で、地方交付税や国県支出金などの依存財源は332.6億円となっています。自
主財源については、自主財源の柱である地方税は微減（0.1億円減）に留まる一方、前年は臨時的な用地売却により
増額していたその他の収入が減額した（3.3億円減）ことなどにより、前年に比べ減額（3.7億円減）になっています。
　全体としては、地方交付税の増額（2.7億円増）のほか、大規模な普通建設事業を実施したことに伴う地方債（13.5
億円増）と国庫支出金（20.1億円増）の増額など、前年に比べ増額（36.0億円増）になっています。
【歳　出】

　人件費・公債費などの義務的経費が196.4億円で、普通建設事業費などの投資的経費が83.6億円、繰出金・物
件費などのその他の経費が163.0億円となっています。義務的経費については、高齢化や生活保護世帯の増加に
より扶助費は増額（1.0億円増）となっていますが、職員数の削減などによる人件費の減額（9.4億円減）と公債
費の減額（0.9億円減）により、前年に比べ減額（9.3億円減）となっています。
　全体としては、九島架橋事業の工事量増加や中学校寄宿舎の整備など、投資的経費が倍増（41.5億円増）した
ことなどにより、決算規模は前年を上回っています。

歳入総額  450.3億円
前年度比 36.0億円(8.7%)増

歳出総額  443.0億円
前年度比 35.4億円(8.7%)増

依
存
財
源(

※
３)

自
主
財
源(

※
２)

地 方 税 78.0億円 (17.3%)

地 方 債 39.6億円 ( 8.8%)

諸 収 入 20.8億円 ( 4.6%)

国庫支出金 73.4億円 (16.3%)

そ の 他 18.9億円 ( 4.2%)

県支出金 32.7億円 ( 7.3%)

地方交付税 174.5億円 (38.7%)

そ の 他 12.4億円 ( 2.8%)

目的別歳出

民 生 費 133.3億円 (30.1%)

農林水産業費 25.9億円 ( 5.8%)

公 債 費(※５) 56.6億円 (12.8%)

土 木 費 55.9億円 (12.6%)

総 務 費 43.1億円 ( 9.8%)

教 育 費 53.8億円 (12.2%)

衛 生 費 50.2億円 (11.3%)

そ の 他 24.2億円 ( 5.4%)

性質別歳出

義
務
的
経
費(

※
４)

そ
の
他
経
費

人 件 費 58.4億円 (13.2%)

補助費等 55.2億円 (12.5%)

扶 助 費 81.4億円 (18.4%)

繰 出 金 49.8億円 (11.2%)

公 債 費 56.6億円 (12.8%)

物 件 費 33.0億円 ( 7.4%)

投資的経費(※６) 83.6億円 (18.9%)

そ の 他 25.0億円 ( 5.6%)

投
資
的
経
費

　平成25年度の決算状況をお知らせします。
　今回の決算（※１普通会計）では、歳入から歳出と翌年度に繰越さなければならない財源（1.9億円）を差し
引いた実質収支は、5.4億円の黒字決算となりました。また、職員数の削減など引き続き財政基盤の強化に努め
てきたことなどにより、各種財政指標はおおむね改善しています。

　しかしながら、この改善の大きな要因の１つは地方交付税の交付水準が回復・維持されていることにあります。

税収の状況が厳しい中、合併にともなう普通交付税などの特別措置も減少していくことになるため、更なる「持

続可能な財政運営」に向け、より一層の行財政改革の推進に努めます。
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平成25年度 市の財政状況

各会計の決算状況
　市は一般会計のほかに特定の事業についての経理を明確

にするため、12の独立した会計（特別会計）を設置し、国

県支出金や使用料などにより運営しています。

（単位：百万円）

会　計　名 歳　入 歳　出 差引額 会計のおもな役割

一 般 会 計 45,454 44,401 1,053 市の一般的行政経費に関すること

特

別

会

計

国民健康保険（事業勘定） 11,783 11,670 113 国民健康保険業務に関すること

国民健康保険（直営診療施設勘定） 262 262 0 へき地（離島など）の国民健康保険業務に関すること

後期高齢者医療 1,981 1,946 35 後期高齢者医療に関すること

介護保険（保険事業勘定） 9,157 9,153 4 介護保険業務に関すること

介護保険（介護サービス事業勘定） 77 77 0 介護予防サービス業務に関すること

財産区管理会 47 32 15 御槇・清満・畑地の各財産区の管理運営

土地取得事業 8 6 2 公共用地の取得に関すること

住宅新築資金等貸付事業 28 348 △320 住宅新築資金などの管理業務（貸付は終了）

簡易水道事業 165 165 0 簡易水道の管理運営

公共下水道事業 1,751 1,751 0 公共下水道施設の施設整備・管理運営

小規模下水道事業 65 65 0 漁業集落排水施設の施設整備・管理運営

駐車場事業 15 15 0 城山下駐車場ほか２ヵ所の管理運営

おもな財政指標の推移

市の貯金は（財政調整基金）･･･

　市はさまざまな目的のために、資金を積み立てた

り運用したりしています。その中でも財政調整基金

は、予期しない歳入の減少や歳出の増加に備えて積

み立てている基金で、貯金の大きな柱です。

　平成25年度は、財政調整基金へ4.5億円の積立を
しました。

市の借金は（市債残高）･･･

　市が借り入れる資金は、将来にわたって使用でき

る施設や設備を整備するための財源になり、大きな

事業をするためにはどうしても必要な財源です。

　しかしながら、過大な借入は将来の財政を圧迫す

ることとなるため、引き続き圧縮に努めています。

（単位：億円）

H21 H22 H23 H24 H25

16.8 35.9 39.4 44.4 48.9

（単位：億円）

H21 H22 H23 H24 H25

452 433 397 372 360

財政の余裕は（経常収支比率）･･･

　財政の弾力性を示す指標で、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で算出します。経常的な支出
（人件費・公債費など）÷

経常的な収入
（市税・普通交付税など）

政の弾力性を示す指標で、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で算出します。

（単位：％）

H21 H22 H23 H24 H25

89.9 86.3 89.2 89.7 87.2

　比率が低いほど財政的な余裕があるとされてお

り、大量退職が続く中、新規採用者の抑制による人

件費の削減などに努めていますが、高齢化や生活保

護世帯の増加などに伴い扶助費が増加しているた

め、大幅には改善していません。
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平成25年度 市の財政状況

健全化判断比率 （単位：％）

区分 H23 H24
H25

（速報値）

H25 早期

健全化基準

財      政

再生基準

H25

県平均

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 11.99 20.00 赤字なし

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 赤字なし 16.99 30.00 赤字なし

実質公債費比率 12.0 11.1 10.0 25.0 35.0 11.0

将来負担比率 83.0 59.7 34.2 350.0 45.5

○(連結)実質赤字比率 …  一般会計など（連結実質赤字比率は全会計）を対象とした実質的な赤字の標準財政規
　　　　　　　　　　　模（※８）に対する比率で、財政運営悪化の度合いを示す指標です。

○実 質 公 債 費 比 率 …  一般会計などで借りた市債の償還金と公営企業などが借りた市債の償還金に対する一
　　　　　　　　　　　般会計負担の合計額の標準財政規模に対する比率で、どれだけが借金返済に使われて

　　　　　　　　　　　いるかを示す指標です。

○将 来 負 担 比 率 …  公営企業や土地開発公社なども含め、市が将来負担しなければならない実質的な負債
　　　　　　　　　　　の標準財政規模に対する比率で、将来財政を圧迫する度合いを示す指標です。

【問合先】財政課財政係☎２４ － １１１１内線２４３２・２４３３　 zaisei@city.uwajima.lg.jp

用語解説

※１ 普 通 会 計 …  ほかの地方公共団体との財政比較や統一した把握を容易にするための地方財政統計
上の会計区分で、当市の場合は「一般会計」・「土地取得事業・住宅新築資金等貸付

事業の各特別会計」を１つにまとめたものです。

※２ 自 主 財 源 …  市税や使用料・手数料などの市が自ら調達できる財源。｢自主財源｣の割合が高いほ
ど、自主性と安定性のある予算を組むことができます。

※３ 依 存 財 源 …  国や県の意思により定められた額で、交付されたり割り当てられたりする財源。
※４ 義務的経費 …  その支出が義務づけられており自由に節減できない経費。通常は人件費・扶助費・

公債費の３つの費目が該当します。

※５ 公 債 費 …  市債（市の借金）の返済に充てた経費。
※６ 投資的経費 …  その支出の効果が資本形成に向けられ、施設など将来に残るものに使われる経費。
※７ 基 　 金 …  特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てまたは定額の資金を運用するた

めに設けられる資金や財産。

※８ 標準財政規模  …   地方公共団体が通常水準の行政サービスを行う上で、必要とされる一般財源の額。
　　　　　　　　　 （平成25年度＝264.2億円）

資金不足比率
公営企業ごとに、資金不足額をその企業の事業規模で割った比率です。

(経営健全化基準20.0％ )
公営企業会計（水道事業会計ほか５事業会計）について、資金不足はありません。

財政健全化に関する指標

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、財政健全性に関する指標を算出しました。

　健全化判断比率と資金不足比率は、決算の内容が良い状態なのか、将来に不安はないのかなどを判断する指標

であり、比率が低いほど自由度の高い財政運営であるとされています。また、基準を超えた場合は、財政健全化

計画などを作成し、改善が義務付けられます。

　市の比率は次のとおりで、早期健全化・財政再生の基準を超えるものはありません。また、平成24年度より
も減少し改善しており、実質公債費比率、将来負担比率ともに県平均を下回っています。
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患者利用状況 （単位：人・％）

病院名 入院患者延数 外来患者延数 病床利用率

宇和島病院 153,504 (421) 272,304 (1,116) 96.7

吉 田 病 院 29,769 (82) 37,664 (154) 56.6（81.6）

津 島 病 院 29,719 (81) 52,203 (214) 61.2（77.5）

合 計 212,992 (584) 362,171 (1,484) －

※患者数のカッコ内の数字は１日あたりの患者数です。�

※�病床利用率のカッコ内の数字は、休床数を除く病床利用

率です。

平成25年度 病院・水道・介護老人保健施設事業の業務状況（平成25年４月１日～ 26年３月31日）

病 院 事 業

※�病院・水道・介護老人保健施設事業の損益計算書は平成25年
度の１年間、貸借対照表は平成26年３月31日現在の数値です。
※�様式は、地方公営企業法施行規則に基づいた独自様式です。

（単位：千円・％）

吉

田

病

院

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

医 業 費 用 985,967 79.5 医 業 収 益 894,990 89.3

給 与 費 612,606 49.4 入 院 収 益 588,879 58.8

材 料 費 106,224 8.5 外 来 収 益 243,746 24.3

減価償却費 72,689 5.9 その他医業収益 62,365 6.2

その他医業費用 194,448 15.7 医業外収益 106,992 10.7

医業外費用 30,243 2.4 受取利息及び配当金 25 0.0

支 払 利 息 15,483 1.2 その他医業外収益 106,967 10.7

繰延勘定償却 2,634 0.2 特 別 利 益 32 0.0 

その他医業外費用 12,126 1.0

特 別 損 失 224,214 18.1

合 計 1,240,424 合 計 1,002,014

当年度純損失　238,410千円

（単位：千円・％）

津

島

病

院

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

医 業 費 用 1,272,096 72.9 医 業 収 益 1,157,238 93.4

給 与 費 696,346 39.9 入 院 収 益 673,000 54.3

材 料 費 164,925 9.5 外 来 収 益 424,180 34.2

減価償却費 113,664 6.5 その他医業収益 60,058 4.9

その他医業費用 297,161 17.0 医業外収益 81,312 6.6

医業外費用 27,864 1.6 受取利息及び配当金 29 0.0

支 払 利 息 4,132 0.2 その他医業外収益 81,283 6.6

繰延勘定償却 5,181 0.3 特 別 利 益 265 0.0

その他医業外費用 18,551 1.1

特 別 損 失 444,844 25.5

合 計 1,744,804 合 計 1,238,815

当年度純損失　505,989千円

損益計算書（内訳） （単位：千円・％）

宇

和

島

病

院

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

医 業 費 用 10,896,916 89.6 医 業 収 益 11,602,867 94.9

給 与 費 5,103,178 42.0 入 院 収 益 7,898,063 64.6

材 料 費 2,886,508 23.7 外 来 収 益 3,068,604 25.1

減価償却費 1,142,198 9.4 その他医業収益 636,200 5.2

その他医業費用 1,765,032 14.5 医業外収益 606,106 5.0

医業外費用 661,136 5.4 受取利息及び配当金 10,865 0.1

支 払 利 息 272,107 2.2 その他医業外収益 595,241 4.9

繰延勘定償却 173,380 1.4 特 別 利 益 15,827 0.1

その他医業外費用 215,649 1.8

特 別 損 失 601,228 5.0

合 計 12,159,280 合 計 12,224,800

当年度純利益　65,520千円

貸借対照表 （単位：千円）

資産の部 負債・資本の部

科　目 金　額 科　目 金　額

有形固定資産 17,508,117 固 定 負 債 1,630,705

土 地 1,198,284 引 当 金 1,630,705

償 却 資 産 27,469,497 流 動 負 債 1,514,413

減価償却累計△ 11,163,944 未払金及び未払費用 1,465,235

建 設 仮 勘 定 4,280 そ の 他 49,178

無形固定資産 74,022 負 債 合 計 3,145,118

投 資 58,810 資 本 金 27,337,925

流 動 資 産 9,524,264 自己資本金 12,608,604

現 金 預 金 6,640,019 借入資本金 14,729,321

未 収 金 2,702,532 剰 余 金 △2,372,451

貯 蔵 品 172,857 資本剰余金 1,659,000

そ の 他 8,856 利益剰余金 △ 4,031,451

繰 延 勘 定 945,379 資 本 合 計 24,965,474

資 産 合 計 28,110,592 負債資本合計 28,110,592

（病院事業合計）

建設改良事業
改築事業、医療機械整備など  　　　1,199,062千円（消費税込）

損益計算書 （単位：千円・％）

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

医 業 費 用 13,154,172 86.9 医 業 収 益 13,655,095 94.4

給 与 費 6,412,130 42.3 入 院 収 益 9,159,942 63.3

材 料 費 3,157,657 20.9 外 来 収 益 3,736,530 25.8

減価償却費 1,328,551 8.8 その他医業収益 758,623 5.3

その他医業費用 2,255,834 14.9 医業外収益 792,931 5.5

医業外費用 718,571 4.7 受取利息及び配当金 10,247 0.1

支 払 利 息 291,050 1.9 その他医業外収益 782,684 5.4

繰延勘定償却 181,195 1.3 特 別 利 益 16,124 0.1

その他医業外費用 246,326 1.6

特 別 損 失 1,270,286 8.4

合 計 15,143,029 合 計 14,464,150

当年度純損失　678,879千円
※�病院事業内での取引を相殺調整しているため、合計とは

合致しません。

（病院事業合計）
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水 道 事 業

貸借対照表 （単位：千円）

資産の部 負債・資本の部

科　目 金　額 科　目 金　額

有形固定資産 14,113,397 固 定 負 債 76,691
土 地 636,332 引 当 金 76,691
建 物 449,161 流 動 負 債 179,107
構 築 物 11,051,735 未 払 金 149,649
機械・装置 1,605,931 その他流動負債 29,458
車輌・運搬具 4,232 負 債 合 計 255,798
工具・器具・備品 16,606 資 本 金 9,385,316
建設仮勘定 349,400 自己資本金 4,288,711

無形固定資産 586,909 借入資本金 5,096,605
流 動 資 産 1,832,987 剰 余 金 6,892,179
現 金 預 金 1,445,081 資本剰余金 5,795,907
未 収 金 366,253 利益剰余金 1,096,272
貯 蔵 品 21,653 資 本 合 計 16,277,495

資 産 合 計 16,533,293 負債資本合計 16,533,293

地区別配水量 （単位：㎥）

地区名 年間配水量 １日平均配水量

宇 和 島 7,014,073 19,217
吉 田 1,140,385 3,124
三 間 714,753 1,958
津 島 1,836,347 5,031
合 計 10,705,558 29,330

介護老人保健施設事業

平成25年度 病院・水道・介護老人保健施設事業の業務状況（平成25年４月１日～ 26年３月31日）

損益計算書 （単位：千円・％）

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

営 業 費 用 1,934,899 94.6 営 業 収 益 2,211,203 99.7
職員給与費 346,200 16.9 給 水 収 益 2,118,232 95.5
受 水 費 463,884 22.7 受託工事収益 1,820 0.1 
委 託 料 232,915 11.4 その他営業収益 91,151 4.1
動 力 費 7,365 0.4 営業外収益 6,494 0.3
修 繕 費 96,027 4.7 受取利息及び配当金 1,000 0.1
材 料 費 4,402 0.2 他会計補助金 2,931 0.1
薬 品 費 717 0.0 雑 収 益 2,563 0.1
その他経費 118,280 5.8
減価償却費 641,876 31.4
資産減耗費 23,233 1.1

営業外費用 109,453 5.3
支 払 利 息 98,498 4.8
繰延勘定償却 10,955 0.5

特 別 損 失 2,532 0.1
過年度損益修正損 2,532 0.1

費 用 合 計 2,046,884 収 益 合 計 2,217,697
当年度純利益　170,813千円

損益計算書　　　　　　　　　　　 （単位：千円・％）

オ

レ

ン

ジ

荘

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

施設事業費用 310,551 75.0 施設事業収益 351,023 99.7
給 与 費 210,195 50.8 施設介護収益 264,683 75.2
材 料 費 30,912 7.5 居宅介護収益 50,644 14.4
減価償却費 16,995 4.1 その他事業収益 35,696 10.1
委 託 費 4,296 1.0 施設事業外収益 1,011 0.3
その他施設事業費用 48,153 11.6 受 取 利 息 5 0.0 

施設事業外費用 5,762 1.4 その他事業外収益 1,006 0.3
支 払 利 息 5,762 1.4 特 別 利 益 33 0.0

特 別 損 失 97,475 23.6
合 計 413,788 合 計 352,067
当年度純損失　61,721千円

（単位：千円・％）

ふ

れ

あ

い

荘

費用の部 収益の部

科　目 金　額 ％ 科　目 金　額 ％

施設事業費用 278,840 84.4 施設事業収益 294,047 99.6
給 与 費 170,137 51.5 施設介護収益 226,530 76.7
材 料 費 10,577 3.2 居宅介護収益 40,653 13.8
減価償却費 8,388 2.5 その他事業収益 26,864 9.1
委 託 費 39,485 12.0 施設事業外収益 1,225 0.4
その他施設事業費用 50,253 15.2 受 取 利 息 4 0.0

施設事業外費用 10,431 3.2 その他事業外収益 1,221 0.4
支 払 利 息 10,431 3.2 特 別 利 益 25 0.0

特 別 損 失 41,063 12.4
合 計 330,334 合 計 295,297
当年度純損失　35,037千円

施設利用状況   （単位：人・％）

オレンジ荘 ふれあい荘 合　計

入所者

延 数 26,443 21,555 47,998
１日平均 72.4 59.1 131.5
利 用 率 96.5 98.5 97.4

通所者

延 数 4,206 3,464 7,670
１日平均 17.2 14.2 31.3
利 用 率 86.0 71.0 78.3

貸借対照表 （単位：千円）

資産の部 負債・資本の部

科　目 金　額 科　目 金　額

有形固定資産 1,025,866 固 定 負 債 24,112
土 地 335,868 流 動 負 債 32,579
償 却 資 産 1,740,788 一時借入金 0
減価償却累計△ 1,050,790 未払金及び未払費用 24,928

無形固定資産 700 そ の 他 7,651
流 動 資 産 134,025 負 債 合 計 56,691
現 金 預 金 38,304 資 本 金 1,214,429
未 収 金 95,721 自己資本金 497,499

借入資本金 716,930
剰 余 金 △ 110,529
資本剰余金 181,310
利益剰余金 △ 291,839

資 本 合 計 1,103,900
資 産 合 計 1,160,591 負債資本合計 1,160,591

（介護老人保健施設事業合計）
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